
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 03

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

13 41 120 5 4 4

企画調整課課長
森山　義雄

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 事 案 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 13 34 62

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 事 案 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 13 52 131

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 事 案 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

13 10 19 5 4 4

企画調整課長
森山　義雄

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 事 案 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 13 8 9

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 事 案 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 13 9 15

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 事 案 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

9 1,845 123 4 4 4

企画調整課長
森山　義雄

□ □ （ 人 ） （ 時 間 ） （ 案 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 9 1,605 107

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 時 間 ） （ 案 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 9 1,275 85

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 時 間 ） （ 案 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1 9 20 3 3 3

企画調整課長
森山　義雄

□ □ （研究会） （ 回 ） （ 数 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1 9 20

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （研究会） （ 回 ） （ 数 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1 9 23

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （研究会） （ 回 ） （ 数 ）

03-01-04

企画調整課
根拠
法令
等

義務的

補助
事業

東京都市町村企画
研究会参画事業

給付
事業

□

対象

要綱等

小平市

該当

清瀬市

企 画 研 究
会

3

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

2 2 1,008 1,010

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図

市町村行財政上の諸問題に関
する調査研究及び情報、資料
の共有を図ることで、自治体
として抱える課題の解決に結
びつける。

東京都市町村企画研究会規程（昭和46年6月8日施行） 有効性

該当

東 京 都 市
長 会 の 東
京 都 予 算
編 成 に 対
す る 要 望
事 項 へ の
企 画 研 究
会 と し て
の 要 望 事
項 が 取 り
上 げ ら れ
た件数

効率性 達成度

29 8,314 8,343

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

□

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性東京都市町村企画研究会、東

京都市町村企画研究会第５ブ
ロック（企画研究会部会）

3

努力義務的自主的

3 474 477

全体の総会・講演会及びブ
ロックとしての幹事会・講演
会に参画している。要綱等

評価：
　東京都予算編成に対する要望、地域主権改革への
対応についての情報の共有化など、重要な役割を果
たしているものの、ブロックにおける活動の中に
は、やや惰性的になっている傾向を感じるものもあ
る。

3

企 画 研 究
会 全 体 及
び 第 ５ ブ
ロ ッ ク に
お け る 総
会 ・ 幹 事
会 ・ 講 演
会 の 開 催
数

470 473

手段
・

内容

現状維持

方向性：
　東京都市町村全体に及ぶものであり、市独自の方
向性を示すことは難しい。

東村山市

29

該当

要綱等

意図
多面的な視点から検討を重
ね、一定の方向性、結論を出
す。

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理

29 6,991 7,020

方向性：
　今後も効率的な運営を心掛ける。

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

その他（　　　　　　　  ）

達成度

対象

市政運営上の課題で、各部の
みで解決できない事案

理 事 者 課
題 協 議 構
成員数

課 題 解 決
に 向 け た
調 整 な ど
に 携 わ っ
た 時 間
（ 会 議 な
ど へ の 出
席 時 間 、
資 料 作 成
時 間 な ど
の総計）

理 事 者 課
題 協 議 案
件数

手段
・

内容

市政運営上の課題について
は、理事者からの指示、担当
部からの相談、または企画調
整課から自発的に提起し、そ
の解決に向けた調整等を行っ
ている。

33 5,871 5,904

有効性 効率性

評価：
　理事者との課題協議をはじめ、様々な課題に対し
事務局として、または調整役としての機能が求めら
れる。特に平成２６年度は旧大道幼稚園跡利活用等
検討プロジェクトチームの事務局として、多くの調
整事務も行った。

33

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

29

03-01-02

企画調整課
根拠
法令
等

補助
事業

政策会議運営事業
給付
事業

□

小平市 東村山市

自主的

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容要綱等

03-01-03

企画調整課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

市政運営上の課題
調整事務

要綱等

給付
事業

□

□ 該当

政 策 会 議
の開催数

政 策 会 議
に 付 議 し
た事案数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：
　市政の意思決定、情報共有の場であり、また庁議
の適正な運営を助ける場として重要な機能を果たし
ている。

努力義務的

対象

7 948 955

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

7

政策・計画・予算等に関して
高度の判断を行う。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

要綱等

意図

方向性：
　今後も効率的な運営を心掛ける。

現状維持

該当

計画的・効率的な行政運営

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名 03－01計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 行財政改革の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

対象

意図その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

6 852 858

義務的
政策会議構成員及び事案関係
課長

政 策 会 議
構 成 員 及
び 事 案 関
係課長数

政策会議に付議すべき事案が
発生するごとに、①付議申請
の受理②政策会議開催通知及
び資料の事前配布③政策会議
の開催④議事録の作成を行っ
ている。 6

東久留米市庁議等の設置及び運営に関する規則
7

事務事業
番号

根拠
法令
等 東久留米市庁議等の設置及び運営に関する規則

32

庁 議 の 開
催数

庁 議 に 付
議 し た 事
案数

庁議構成員（理事者・部長・
参事）

原則、毎週火曜日に開催する
ことを前提に、①付議、報告
事案申請の受理②庁議開催・
不開催の通知及び資料の事前
配布③庁議の開催④議事録の
作成及び庁内への公表を行っ
ている。

市行財政の重要施策等を審議
策定する。また、市政に関す
る情報を共有するとともに、
知識と見解を市政へフィード
バックする。

28

35

32

03-01-01

自主的

企画調整課

庁議運営事業

小平市

給付
事業

補助
事業

□

□

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

該当

義務的 努力義務的

手段
・

内容 庁 議 構 成
員数

35

方向性：
　今後も効率的な運営を心掛ける。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：
 市政の意思決定、情報共有の場として重要な機能
を果たしている。

3,557

3,288 3,320

3,510 3,545

3,52928

7 705 712

有効性 効率性 達成度

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 03

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

計画的・効率的な行政運営

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名 03－01計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 行財政改革の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

事務事業
番号

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

115 6 30 － 1 －

企画調整課長
森山　義雄

□ □ （ 組 織 ） （ 回 ） （ % ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 115 2

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 組 織 ） （ 回 ） （ % ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 115 2

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 組 織 ） （ 回 ） （ % ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

704 6 100 3 4 3

行政管理課長
小堀　高広

□ □ （ 件 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 710 13 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 711 17 100

近隣市
状況

■ □ ■ ■ □ （ 件 ） （ 日 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

14 16 35 4 4 4

行政管理課長
小堀　高広

□ □ （ 人 ） （ 日 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 13 18 30

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 日 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 13 7 13

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ （ 人 ） （ 日 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2,000 36.0 100 3 1 2

行政管理課長
小堀　高広

□ □ （ 人 ） （ ％ ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 2,000 46.3 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ ％ ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 0 0.0 0

近隣市
状況

□ □ □ ■ □ （ 人 ） （ ％ ） （ ％ ）

補助
事業

行財政改革推進本
部会議運営事業

給付
事業

□

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

該当

03-01-07

行政管理課
根拠
法令
等

□

根拠
法令
等

意図

234

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

東久留米市行財政改革推進本部設置規程
8 8

行 政 評 価
関 連 会 議
日数

施 策 評 価
率 （ 評 価
施策数/評
価 設 定 し
た 施 策
数）

市が行っている施策・事務事
業

838

現状維持

達成度

対象 市民

市 民 （ ア
ン ケ ー ト
調 査 票 発
送件数）

ア ン ケ ー
ト 調 査 回
収率

成 果 指 標
と し て 活
用した数/
ア ン ケ ー
ト設問数

清瀬市

4 1,217 1,221

方向性：
　平成27年4月1日に組織改正を行ったため、本業務
は平成26年度で終了となる。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

6 6 3,555 3,561

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

□ 該当

要綱等

現状維持
28年度以降

方向性
廃止(完了･統
合含む)

達成度

対象 庁内組織

組 織 改 正
対 象 組 織
数
（室･部 ･
局･課及び
係 数 、 参
事･担当課
長 及 び 主
幹数）

組 織 機 構
等 検 討 委
員 会 開 催
回数

組 織 機 構
等 検 討 委
員 会 の 決
定 に 基 づ
き 改 正 を
実 施 し た
組 織 の 割
合

手段
・

内容

組織機構等検討委員会、同専
門委員会、同事務局の運営及
びこれに伴う各部間の意見集
約

5 1,879 1,884

有効性 効率性

評価：
　前年度より引き続きを行い、平成27年4月1日付組
織改正を実施した。新組織においては「地域のつな
がり、地域経済の活性化」に向けた体制整備や子ど
も・子育て支援新制度への対応など、様々な組織の
見直しを行った。
 業務の性質上、成果指標が２６年度のみ発生であ
るため、有効性・達成度については―としている。

5

意図
時代に見合った必要なサービ
スを効率的に市民に提供し続
けられる組織を目指す。

小平市 東村山市

前年度において

示した方向性

03-01-05

企画調整課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東久留米市組織機構等検討委員会設置規程

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

組織改正事務

要綱等

4

給付
事業

604

手段
・

内容

281 1,634

有効性 効率性

評価：：26年度は、施策成果アンケート調査及び市民満足
度調査を同時実施した。回収率は、前者が36.0％、後者
34.2％であった。２調査を同時実施したため、回収率が落
ちたものの市民満足度調査では、少子化や自然災害等の身
の回りで起きている状況を受けて、子ども、防災に関する
施策に対する市民ニーズを把握することができ一定の成果
が得られた。また、施策成果アンケートについては、行政
評価制度を進める上で、統計からは判明しない施策の成果
や意見を市民に直接問うものでありその意義は高いものと
考える。
 

方向性：施策成果アンケートは、隔年で実施してき
たが、２６年度は市民満足度調査を実施するに当た
り同時実施をした。施策成果アンケートについて
は、今後とも施策の成果に係る市民の意見を把握す
るため実施していく。257214

意図

　施策の成果が、市民の評価
により的確に把握できる。
　市民満足度調査により、財
政健全経営に関する基本方針
の策定に資する。

161

154

13

14

604

14

13

事 務 事 業
数

市内に居住する20歳以上の男
女から、無作為に2,000人を
抽出し、アンケート調査票を
郵送。回収したデータを統計
処理し、8月に取りまとめを
実施

1,3531,353

4343

03-01-08

行政管理課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東久留米市の行政活動に対する評価に関する規則

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

施策成果等アン
ケート調査事業
（市民満足度調査
を含む。）

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

□ 該当

会 議 開 催
日数

提 示 し た
課 題 に 対
し て 、 方
針 を 明 示
した数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：現在の社会経済情勢下では、行財政改革なく
して、持続可能な市政運営は不可能である。
　26年度は例年の事務事業評価、施策評価の他、財
政健全経営検討会議に係る事項も併せて議題として
きた。そのため会議開催日数が比較的多めとはなっ
たが、財政健全経営に関する基本方針を策定するに
至ることができ一定の評価ができる。

努力義務的

対象 行財政改革推進本部

本部員数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

平成26年度は、行財政改革推
進本部等を延べ16日開催し、
35案件について検討を行っ
た。要綱等

要綱等

次年度に向けた施策の改革・
改善方向を明示する。

小平市 東村山市

自主的

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

義務的

154

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「行政評価制度の再
構築」

方向性：２７年度からは、財政健全経営に関する基
本方針に沿った行政評価制度の再構築を実施してお
り、今後、改定後の事務事業評価表を使用すること
により、給付事業の精査及び近隣市と比較考察によ
る事務事業の見直しに資することができるものと考
えている。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性

918 926

有効性 効率性 達成度

26

03-01-06

自主的
行政管理課

行政評価推進事業

小平市

給付
事業

補助
事業

□

該当

手段
・

内容

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

対象

意図その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

義務的 努力義務的

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

該当

東久留米市の行政活動に対する評価に関する規則

現状維持

評価：市の財政状況は逼迫しており、歳入に見合っ
た歳出構造の再構築が求められている。
　行政評価制度の中で、職員ひとりひとりが事務事
業を見直し、真に必要とされているサービスに財源
を集中させていくことが重要である。
　２６年度事務事業評価では、改定前の事務事業評
価表を使用しての評価となっている。なお、事務事
業の見直しのための仕分けを廃止したため、活動指
標及び事業費が減となっている。

21,574 21,600

161

事務事業評価表の取りまとめ
及び公表
施策体系表の設計
平成27年度以降に向けた事務
事業の方向性等についての検
討

市民の視点で評価を行う。

26

方向性：近年の社会保障関係経費の増加及び少子高
齢化の情勢に鑑みれば、行財政改革に係る取り組み
は、最優先に実施すべき事項であり、今後、一層、
行財政改革本部の役割は、強まっていくものと考え
られる。

現状維持

23,110

22,077

1,001

434

22,949

21,923

988

420

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 03

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

計画的・効率的な行政運営

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名 03－01計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 行財政改革の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

事務事業
番号

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

39 4 4 1 5 3

行政管理課長
小堀　高広

□ □ （ 件 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 53 5 14

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

7 15 未把握 － 3 －

秘書広報課長
渋谷　千春

□ □ （ 件 ） （ 回 ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4 15 未把握

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 回 ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 7 15 未把握

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 回 ） （ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

24 24 17 1 1 1

情報管理課長
浦山　和人

□ □ （ 個 ） （ 個 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 24 24 4

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 個 ） （ 個 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 22 22 16

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 個 ） （ 個 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

83 23 28 3 2 3

情報管理課長
浦山　和人

□ □ （ 種 類 ） （ 種 類 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 83 23 28

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 種 類 ） （ 種 類 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 83 19 23

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 種 類 ） （ 種 類 ） （ ％ ）

2,894

市 長 会 等
へ の 参 加
回数

国 ・ 都 に
要 望 し た
事 項 の う
ち 、 実 現
し た 件 数
（ 未 把
握）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

適 正 化 検
討 対 象 補
助金数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

平成25年度に引き続き平成26
年度においても補助金等適正
化検討会を行い補助金等適正
化の検討を行った。

義務的自主的

該当

03-01-12

241,845

シ ス テ ム
化 さ れ た
庁 内 業 務
数

ソ フ ト
ウ ェ ア 及
び 機 器 の
保 守 管 理
を 実 施 し
て い る シ
ス テ ム の
数

障 害 発 生
件数

庁内業務系システム（住民記
録システム、住民税システム
等）

行政補完的(改正実施年度　　年度)

年度毎の法改正等に対応する
ためのシステム（プログラ
ム）修正などのシステム保守
及び機器の保守を実施する。

システムの安定稼動

206,735189,581

東村山市 清瀬市

指定管理

9,744

10,034 10,034

10,701 816

328,849

□ 該当

8,122

情報管理課
情報システム係

根拠
法令
等 効率性

手段
・

内容

本事業は、インターネットを
利用して24時間、３６５日、
申請・届出の受付を可能とす
るサービスである。

10,701

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

要綱等

165

要綱等

3 3

市が補助している補助金

03-01-09

行政管理課
根拠
法令
等

義務的

補助
事業

補助金等適正化検
討会会議運営事業

給付
事業

□

対象

清瀬市

該当

要綱等

意図
適正化対象補助金を見定め、
その適正化を実施する。

小平市

その他

168

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「補助金の適正化」

東久留米市補助金等適正化検討会設置要領
8 8 110 118

有効性 効率性 達成度

□ 該当
補 助 金 等
適 正 化 検
討 会 開 催
日数

適 正 化 対
象 と し た
補助金数

前年度において

示した方向性

方向性：今後については、財政健全経営に関する基
本方針において示されているとおり、事務事業評価
制度の中において補助金等の適正化を実施していく
こととする。

努力義務的

東村山市

自主的 その他
28年度以降

方向性

評価：補助金等適正化検討対象補助金数39件のう
ち、26年度に適正化対象となった補助金数は4件で
あり、前年度が14件であったことと比するならば適
正化対象件数は減少したものの、前年度で一定の適
正化をしてきた中にあってさらなる適正化を実施で
きた意義は大きい。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

該当

2,991

1,563 4,457

指定管理 その他（　負担金　  ）

努力義務的

東村山市

自主的

対象 負担金支出先、全国市長会等

2,991 1,563 4,554

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

負 担 金 の
支 払 先 機
関

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

全国市長会、都市長会等との
連絡調整及び負担金の支払
い。会議等への参加、国や都
への予算要望活動

意図
各市間の連絡協議、課題共有
により、単独では実現困難な
事案を共同で解決する。

東京都市長会 会則、全国市長会 会則
3,061 3,061 1,549 4,610

方向性：引き続き参画していく。

有効性 効率性 達成度

評価：東京都市長会は多摩地域の住民の福祉の向上
と地域の発展のため、諸課題について協議・検討及
び政策提言を行うとともに都・国に対し予算要望を
行うことを目的とする団体であり、地域を構成する
自治体として参画する必要がある。

2,894

03-01-10

現状維持
秘書広報課
秘書係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

市長会参画事業
給付
事業

□

行政補完的(改正実施年度　　年度)

要綱等

要綱等

小平市

□ 該当

清瀬市

345,402

178,936

41,352 2,041 18,634

2,523

有効性

11,379

方向性：
コスト維持を図りながら、内外ともに本事業につい
ての周知を行い、認知度を高め、申請・届出の種類
の増加を図っていくことで費用対効果や住民満足度
を上げる。

達成度

前年度において

示した方向性

230,466

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「情報システムの最
適化」

方向性：平成２４年１月より稼働している住民情報系システムに
ついては、引き続き運用の精査を行い、効率的な業務を執り行うこ
とで行政サービスを向上しつつ、コストの縮減を図り、効果的な市
民サービスの提供を目指す。平成２８年１２月にて住民情報系シス
テムの契約期間が終了することに伴い、平成２９年１月以降に向け
た準備を行う。平成２７年度は引き続き総合福祉システムの再構築
に伴う開発を行う予定だが、システムのカスタマイズを極力抑制
し、初期導入費用の縮減に取り組み、平成２７年８月稼働に向けて
進めていく。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：住民情報系システムの障害が目立ち、システ
ム利用課にとって、最大の効果が得られたとは言い
難かった。委託事業者の監視を強化し、障害発生件
数の低減を図りたい。また、平成２６年度には総合
福祉システムの再構築を行うなど、臨時経費がか
かっているため、事業費が増加し、効率性が低下し
ている。なお、成果指標を障害発生件数という負の
指標を設定していることから、記載要領の評価を逆
に置き換えている。

17,154

15,839 257,684

11,517

9,744

16,553266,822

現状維持
28年度以降

方向性

評価：駐輪場の申込や特定健診の申込など、電子化
している申請、届出は定例化している。東京電子自
治体共同運営協議会において共同で調達しているこ
とから安価にシステムを利用できているが、電子化
する申請、届出を増やしたいところである。

現状維持

845 10,589

03-01-11

自主的
情報管理課
情報システム係

庁内業務系システ
ム運用保守事業

小平市

給付
事業

補助
事業

対象

意図その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

根拠
法令
等

□ 該当

義務的 努力義務的

手段
・

内容

823 10,857

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

電 子 化 さ
れ た 申
請 ・ 届 出
の種類

電 子 化 さ
れ た 申
請 ・ 届 出
の 種 類 ／
電 子 化 可
能 な 申
請 ・ 届 出
の種類

要綱等

意図
申請・受付サービスの利便性
の向上を図る。

小平市 東村山市

その他（　　　　　　　  ）

補助
事業

電子申請サービス
事業

給付
事業

□

対象 市民（利用者）

□ 該当
電 子 化 可
能 な 申
請 ・ 届 出
の種類

努力義務的

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 03

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

計画的・効率的な行政運営

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名 03－01計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 行財政改革の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

事務事業
番号

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

149 105 70 4 5 4

情報管理課長
浦山　和人

□ □ （ 施 設 ） （ 施 設 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 149 93 62

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 施 設 ） （ 施 設 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 149 93 62

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 施 設 ） （ 施 設 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5 5 0 － 5 －

情報管理課長
浦山　和人

□ □ （ 個 ） （ 個 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 5 5 2

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 個 ） （ 個 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 5 5 1

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 個 ） （ 個 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

597 146 100 3 3 3

行政管理課長
小堀　高広

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 597 109 100.5

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 607 137 100.5

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

685 685 685 3 4 3

職員課長
下川　尚孝

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 690 690 690

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 682 682 682

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

情報管理課
情報システム係

根拠
法令
等

補助
事業

効率性 達成度

庁内情報系システム（グルー
プウェアシステム、財務会計
システム等）

65,757 13,824

施設予約システム
サービス事業

要綱等

給付
事業

□ 該当

該当

シ ス テ ム
化 さ れ た
庁 内 業 務
数

手段
・

内容

年度毎の利用実態等に対応す
るためのシステム（プログラ
ム）修正等のシステム保守及
び機器の保守を実施する。

意図 システムの安定稼動

1,268 5,963

有効性

03-01-14

庁内情報系システ
ム運用保守事業

給付
事業

□

根拠
法令
等

03-01-16

職員課
人事給与担当

203,083

9,060 174,884

9,608 166,251

9,428193,655

28年度以降
方向性

前年度において

示した方向性
現状維持

03-01-13

情報管理課
情報システム係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

要綱等

意図
公共施設の利用貸出等におい
て、利用者の利便性の向上を
図る。

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

対象 市内在住・在勤者（利用者）

公 共 施 設
の数

シ ス テ ム
化 さ れ た
公 共 施 設
の数

公 共 施 設
の 数 ／ シ
ス テ ム 化
さ れ た 公
共 施 設 の
数

手段
・

内容

本事業は、インターネットを
利用して24時間、３６５日、
公共施設の空き状況の検索、
予約の受付を可能とするサー
ビスである。

2,482 1,224 3,706

有効性 効率性

評価：平成２５年第４回定例会で可決された「公共施設使用料の見直
し等に伴う関係条例の整備に関する条例」に伴い、各地域センター及
びゲートボール場の設定を見直し、差し引き９施設の追加作業を実施
した。また、平成２６年第２回定例会で可決された「東久留米市立市
民体育施設条例の一部を改正する条例」に伴い、上の原テニスコート
３面について施設の追加作業を実施した。システム化された公共施設
の数が増加しており、システムの導入効果があらわれていると考えら
れる。なお、「公共施設使用料の見直し等に伴う関係条例の整備に関
する条例」に伴う追加作業については、平成２５年度中に準備作業を
実施したことから平成２６年度は対前年度減額となっている。

2,482

4,695 4,695

方向性：引き続き、システム利用公共施設数および
利用者の増加に向けて検討し、住民への満足度を高
め、費用対効果を上げていく。

1,643

現状維持

現状維持

1,643 1,235 2,878

西東京市

方向性：今後においても各課の事務が円滑に進むよ
う、適切に対応していく。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：正規職員の欠員及び中途退職、育児休業等に
よる職員不足を補充するために、臨時の職が必要と
なる。
また、専門の知識、経験等が必要とされる業務を執
り行うにあたり、嘱託員の任用が必要である。

対象

165,824

臨 時 ・ 嘱
託職員数

配 置 が 予
定 さ れ て
い る 臨
時 ・ 嘱 託
職員数

配 置 し た
臨 時 ・ 嘱
託職員数

臨時・嘱託職員

辞令の発令、各種保険手続
き、期末手当計算書、勤務条
件整備、法定調書電子化に伴
う事務

補助的な、又はより専門的な
業務を行う人材として職場に
配置する

165,824

対象

努力義務的

東久留米市非常勤嘱託職員に関する要綱
東久留米市臨時職員の任用等に関する規則

自主的

ソ フ ト
ウ ェ ア 及
び 機 器 の
保 守 管 理
を 実 施 し
て い る シ
ス テ ム の
数

障 害 発 生
件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：
安定的に稼働しており、職員の事務効率の一助と
なっているものと考えられる。なお、平成２５年度
には情報系システムのリプレイス作業を実施したこ
とから、平成２６年度は対前年度減額となってい
る。

100,367

75,170 75,170 15,412 90,582

79,58165,757

方向性： 庁内情報系システムは、事務を効率的に
進めるにあたっては欠かすことのできないシステム
となっている。機能をさらに有効活用することで業
務の効率化および行政サービスの向上を図ることを
進めていく。

努力義務的

7,652

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

□ 該当

清瀬市東村山市

自主的

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

要綱等

要綱等

小平市

義務的

100,367 15,971 116,338

東村山市

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

現状維持
28年度以降

方向性
その他

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「定員管理の適正
化」達成度

対象
正規職員

正規職員
（ 次 年 度
４ 月 １ 日
時点）

退 職 者
数 、 新 規
採 用 者 数
及 び 異 動
者数

適 正 な 職
員 数 の 配
置 率 （ 目
標職員数/
現 職 員
数）

手段
・

内容

・新規職員の採用
・組織人事計画の策定
・非正規職員の活用
・人事異動

0 7,583 7,583

有効性 効率性

評価：平成27年4月1日現在の現職員数は597人であ
り、第4期定員管理計画に掲げた目標職員数を達成
することができた。また、総計37人の職員数削減を
達成するに至ったため、その効果は非常に大きい。

0

意図

組織への適正な正規職員数の
配置

0 7,859 7,859

方向性：今後の定員管理については、財政健全経営
計画の中に取り込んでいくこととなるが、今後とも
厳しい行財政運営が続くことが想定される中にあっ
て、最小の経費で最大の効果を上げるための簡素で
効率的な組織体制を整備していくことが必要であ
る。

0

前年度において

示した方向性

03-01-15

行政管理課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的 地方自治法第１７２条第３項

東久留米市職員定数条例、東久留米市第４期定員管理計画

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

定員管理事務

要綱等

0

給付
事業

□

小平市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0 7,652

該当

要綱等

156,643

臨時・嘱託職員雇
用事務

手段
・

内容

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

意図その他（　　　　　　　  ）

小平市

給付
事業

補助
事業

□

□ 該当

義務的

 

該当

156,643

193,655

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 03

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

計画的・効率的な行政運営

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名 03－01計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 行財政改革の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

事務事業
番号

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1 13 16 4 3 3

企画調整課長
森山　義雄

□ □
（ 協 議
会 ）

（ 回 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1 10 15

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　）
（ 協 議
会 ）

（ 回 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1 12 17

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □
（ 協 議
会 ）

（ 回 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

10,000 10,000 100 3 3 3

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 10,000 10,000 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 10,000 10,000 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5 6 100 － － －

行政管理課長
小堀　高広

□ □ （ 件 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ ■ □ □ □ （ ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

9 3 9 － － －

行政管理課長
小堀　高広

□ □ （ 件 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □

近隣市
状況

□ □ ■ ■ □ （ ） （ ） （ ）

03-01-18

総務課
法務・文書担当

根拠
法令
等

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

都庁交換事務

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

小平市 東村山市 清瀬市

評価：電子メールの活用は進んではいるが、公印等
の押印が必要な文書のために、引き続き行っていか
なければならない事務である。
シルバー人材センターに委託し、雇用の創出と経費
の削減に努めている。
LGWANを生かし電子公印文書が普及すれば業務は縮
小しうる。

1,157

方向性：
　継続。近隣５市の総意により構成されている協議
会であり、市独自の方向性を示すことは難しい。

努力義務的

有効性 効率性

2,295 1,644 4,674

清瀬市

該当

多摩北部都市広域行政圏協議
会

665

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

2,997

1,704 4,697

現状維持

達成度

2,328

協 議 会 関
連 会 議 開
催数

専 門 委 員
会 に よ る
研 究 件 数
（ 報 告 書
数 ） お よ
び 多 摩 六
都 フ ェ ア
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：
　圏域の将来像「みどりと生活の共存圏」をめざし、構成5
市が連携・協調して研究活動や多摩六都フェア等の企画等
を行い、施策の実現を図っている。
　多摩六都フェアの本市事業である「ぴゅああーと展」
は、同展実行委員会の企画による障がい者の作品展で、学
生、福祉作業所職員、手をつなぐ親の会等、同展の趣旨に
賛同してくださる方々の思いに支えられ、年々その輪が広
がっている。

2,993

方向性：適正な業務遂行に努める。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,152 1,152 82 1,234

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図 確実な文書交換と費用の削減

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度有効性 効率性

前年度において

示した方向性

1,242

対象
都区内の他の自治体（一部を
除く。）宛て及び他の自治体
からの文書

交 換 文 書
の数

交 換 文 書
の数

確 実 に 交
換 さ れ た
文 書 の 割
合

手段
・

内容

各課から依頼された都区内の
他の自治体宛ての文書を都庁
に持参し、宛名の市区町村へ
配付し、他の区市町村からの
当市宛ての文書を受領し、宛
名記載の各課へ配付する。

1,191 80 1,2711,191

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

多 摩 北 部
都 市 広 域
行 政 圏 協
議会

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

広域行政圏協議会、同協議会審
議会、同協議会幹事会、広域行
政圏計画策定専門委員会への参
画。
多摩六都フェアぴゅああーと展
の開催（実行委員会との調
整）。
多摩北部都市広域行政圏協議会
ホームページの新コンテンツの
作成。

要綱等

要綱等

意図

圏域における共通施策の連携
を図ること。
圏域構成５市では対応しきれ
ない行政サービスの推進。

小平市

多摩北部都市広域行政圏協議会規約、多摩北部都市広域行政圏協議会審議会規
程、多摩北部都市広域行政圏協議会幹事会規程

3,030

586 2,411 1,659 4,656

自主的 義務的 努力義務的

03-01-17

企画調整課
根拠
法令
等

義務的

補助
事業

広域行政圏協議会
参画事業

給付
事業

□

対象

東村山市

自主的

□ 該当

1,157 85

735

─

03-01-19

行政管理課
根拠
法令
等

意図
外部からの視点での評価によ
り、その事務事業の必要性等
を検討する。

平成26年5月27日付で市長か
ら検討会議へ諮問した諮問事
項

637 391

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：財政健全経営に関する基本方針でも示され
ているとおり、外部評価制度は行政評価制度の中に
位置づけていくこととなっているため、今後におい
ては、同制度に係る課題等の精査を行いつつ、改
革・改善につなげていく。

□ 該当

要綱等

小平市 東村山市

28年度以降
方向性

現状維持
財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「行政評価制度の再
構築」達成度

対象 市の事務事業

外 部 評 価
対 象 事 業
数

外 部 評 価
の 実 施 回
数

外 部 評 価
結 果 を 出
した件数

手段
・

内容

財政健全経営検討会議委員か
ら選出する5人の外部評価委
員により市の事務事業を外部
からの視点で評価する。

8 98 106

有効性 効率性

評価：平成26年度より財政健全経営検討会議委員か
ら選出された委員より外部評価を実施した。計9事
業を外部評価対象事業とし、各委員により鋭意検討
を行ったが、試行実施の位置づけであったため課題
も見出だされた。

8

前年度において

示した方向性

義務的

補助
事業

財政健全経営検討
会議運営事業

給付
事業

□

対象

東村山市

自主的

□ 該当

意図

清瀬市

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,028

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

平成26年5
月 27 日 付
で 市 長 か
ら 検 討 会
議 へ 諮 問
し た 諮 問
事項

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

諮問事項に対する検討し、答
申を提出する。

要綱等

要綱等

答申を受けて、市として、財
政健全経営に関する基本方針
を策定する。

小平市

03-01-20

行政管理課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

財政健全経営検討会議設置要綱

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

外部評価会議運営
事業

要綱等

給付
事業

清瀬市

方向性：平成27年8月までに策定する財政健全経営
計画で示される実行プランに基づき各種行財政改革
項目等を実施していく。

努力義務的

有効性 効率性

その他

達成度

検 討 会 議
実施回数

諮 問 事 項
に 対 応 し
て 基 本 方
針 に 掲 出
す る こ と
が で き た
件 数 ／ 諮
問事項数

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性

評価：財政健全経営検討会議については、平成26年
5月27日付けの市長からの諮問事項につき計6回の検
討を進め、同年11月にその答申を取りまとめること
ができた。また、27年3月には本答申を受けての市
方針である財政健全経営に関する基本方針を取りま
とめることができた。

財政健全経営検討会議設置要綱
637

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 03

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

計画的・効率的な行政運営

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名 03－01計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 行財政改革の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

事務事業
番号

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

710 10 5 － － －

行政管理課長
小堀　高広

□ □ （ 件 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6 9 － － －

企画調整課長
森山　義雄

□ □ （ ） （ 回 ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

144 8 113 － － －

行政管理課長
小堀　高広

□ □ （ ） （ ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ （ ） （ ） （ ）

部会及びワーキンググループ
の検討により、改革・改善項
目等を提案し、効率的・弾力
的な行財政運営に資する。

8 8 135

03-01-21

行政管理課
根拠
法令
等

義務的

補助
事業

行財政改革推進部
会会議運営事業

給付
事業

□

対象

□

要綱等

要綱等

意図

自主的

143

該当

その他

小平市 東村山市

該当 部 会 及 び
ワ ー キ ン
グ グ ル ー
プ の 実 施
回数

提案数

清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

市の事務事業

行財政改革推進部会設置要領

方向性：26年度の取り組みを踏まえ、効率的、弾力
的な行財政運営の実現に向けて、今後、職員の行財
政改革に関する意識、モチベーション向上のために
どのような手段が有効であるかを含め検討してい
く。

有効性 効率性 達成度

努力義務的

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

事 務 事 業
数
(25年度)

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

行財政改革推進部会（部会及
びワーキンググループ）によ
り、市の事務事業について調
査及び検討を行う。

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性

評価：行財政改革推進部会ワーキンググループの提
案項目は、費用面、実施体制面等でその実現に課題
がある提案もあったが、自らの持てる知識、経験等
を駆使し、様々な観点から調査、検討しており、人
材育成の面からも成果があった。

03-01-22

企画調整課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
多面的な視点で検討を重ね。
総合計画の完成を目指す。

小平市 東村山市 清瀬市

28年度以降
方向性

現状維持

達成度

対象 市民

会 議 開 催
回数

手段
・

内容

まちづくりの基本的な方向・
方針を策定する。庁内に策定
委員会、専門部会を立ち上
げ、計画の検討を行う。

2,604 2,818 5,422

有効性 効率性

評価：
　平成２６年度は各課ヒアリング、策定委員会、専
門部会および基礎調査報告書のとりまとめなど、計
画策定に向けた準備作業を行った。

2,604

前年度において

示した方向性

□

03-01-23

行政管理課
根拠
法令
等

補助
事業

公共施設白書作成
事業

給付
事業

□

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

運営され
た
策定委員
会
専門部会
数

方向性：
　平成２７年度末までに、長期総合計画後期基本計
画を策定すべく、事業継続していく。

0

長期総合計画後期
基本計画策定事業

要綱等

廃止(完了･統
合含む)

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「公共施設マネジメ
ントの推進」

ー

有効性 効率性 達成度

該当

公 共 施 設
マ ネ ジ メ
ン ト 推 進
委 員 会 開
催 回 数
と 、 公 共
施 設 マ ネ
ジ メ ン ト
職 員 向 け
研 修 会 開
催回数

公 共 施 設
白 書 に お
い て 個 別
施 設 の 実
態 把 握 ・
分 析 を
行 っ た 施
設 数 （ 広
く 市 民 の
利 用 に 供
す る 施 設
を対象）

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性

公共施設白書の完成により、平成２７年度に検討予
定の「公共施設のあり方検討」及び「施設保全計
画」へとつながり、公共施設マネジメントにおける
土台が出来上がった。

インフラ長寿命化基本計画、公共施設等総合管理計画策定指針
8,858 8,858 3,523 12,381

清瀬市

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

公 共 施 設
白 書 で 対
象 と し た
市 が 保 有
も し く は
管 理 す る
公 共 施 設
数 （ 借 り
上 げ を 含
む）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

市が保有もしくは管理する公
共施設の現況を把握し、施設
の機能や配置、コスト、利用
実態等に関する整理・分析を
行う。

要綱等

要綱等

意図

財政負担の軽減化及び平準化
を目指すとともに、今後の公
共施設の効率的な活用と適正
な維持更新の検討に資する基
礎的な資料とする。小平市

義務的

対象
市が保有もしくは管理する公
共施設

東村山市

自主的 努力義務的

0

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


